
令和８年熊本地震に伴う児童措置費負担金徴収の特例を定める要綱 

                            制定 令和８年９月１７日 市長決裁 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、熊本市児童措置費負担金徴収規則（平成２２年規則第７５号）第４条第１項第３

号に基づき、令和８年熊本地震による被災者について特に認める減免（以下「震災減免」という。）を

行うに当たり、必要な事項を定めるものとする。 

（震災減免の対象者） 

第２条 震災減免の対象者は、令和８年熊本地震に被災したことにより次の各号のいずれかに該当する

こととなった負担金納入義務者とする。 

(1) 住家が全半壊、全半焼又はこれに準ずる被災をした者 

(2) 死亡者又は重篤な傷病を負った者 

(3) 行方が不明である者 

(4) 事業又は業務を廃止し、又は休止した者 

(5) 直近３か月の収入（雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）による失業給付を含む。）が概ね

これまでの５０パーセント以下に減少することが明らかな者 

(6) 前各号のいずれにも該当しない者であって、熊本市児童措置費負担金減免取扱要綱（平成２７年

６月３０日制定。以下「取扱要綱」という。）第３条第１項又は第２項に掲げる要件のいずれかに該

当する者 

（震災減免の対象負担金） 

第３条 震災減免の対象となる負担金は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定めるところによ

る。 

(1) 前条第１号から第４号までに該当する者 令和８年７月分から令和９年６月分までの負担金の

全額 

(2) 前条第５号に該当する者 令和８年７月分から令和８年９月分までの負担金の全額 

(3) 前条第６号に該当する者 令和８年７月分から令和９年６月分までの負担金のうち取扱要綱第

５条の例により算定した額 

２ 前項第２号に該当する者については、令和８年１０月に収入の状況等を確認し、費用負担が困難と

認められる場合は、震災減免の対象となる期間を令和９年６月分まで延長することができる。 

（震災減免の申請等） 

第４条 震災減免の申請及びこれに対する決定については、取扱要綱第４条の例による。 

２ 震災減免の申請期間は、令和９年３月３１日までとする。 

３ 市長は、取扱要綱第７条の例により、震災減免の取消しを行うことができる。 

（雑則） 

第５条 この要綱に定めるもののほか、震災減免に関し必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

１ この要綱は、決裁の日から施行し、令和８年７月２８日から適用する。  

２ この要綱は、令和９年６月３０日限り、その効力を失う。  


